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論文
中立的税制の理論
毛 島 達 雄
はじめに
中立的租税政策とは，政府が定義的に存在しない場合に，すなわち考えてい
るどの時点でも税収と政府債務がゼロであるような場合に，市場で成立する消
費，労働供給,期末資産を依然として可能にさせるような租税政策をいう。過
去における政府借入れの結果として初期に公債が正の値で存在しておれば，少
くともその利払いのためおよび償還のために政府は何らかの租税政策をもたざ
るをえない｡特に異時的資源配分にとってどのような租税政策が望ましいのか。
公的な評価基準と市場で表明される私的な評価基準とに差異がなければ，言い
換えれば社会厚生関数が民間部門のあるいは個人の厚生関数でもある場合，公
的に望ましい政策目標として超過負担の最小化が設定されよう。中立的な租税
政策はそのような超過負担を最小に（ゼロに）するような税体系と税率構造を
求めるものである。これを探究するのに初期公債の中立化という方法を採用し
たのはE.フェルプス(1965)であった。ここでは一括固定額税との差別的帰
着を考える超過負担のより慣例的な分析方法を修正して，政府債務と見なす所
の一括固定額移転支払いの資産価値を中立化する税制を求めることにする。私
的評価と公的評価に差異が存在してしかも公共投資をも考慮した同様の試みは
K.アローとM.クルツ(1970,特に第8章）で制御可能性という概念によっ
てなされた。しかし彼らは消費・貯蓄の配分に及ぼす租税効果の中立化に注目
しており， この点でフェルプスが労働・余暇の配分に対する租税によるゆがみ
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に注目したのと対照的である。以下では有限期間モデルで両者を総合するよう
に，労働供給を内生化してこの問題が検討される。
1 基本的関係
以下の分析では，各時点で消費されるかまたは資本ストックに付加されるた
だ一種類の財と生産要素としての労働とが考えられる。総生産Yが資本蓄積
（投資)Kと消費Cに配分されることを示すフローの関係式は資本減耗を無
視すれば
Y(/)=K(#)+C(f)
となり， ここで変数の上のドットは時間オで微分されることを表わす。生産は
資本と労働Z，を投入としてなされ， これを生産関数Fによって
Y(#)=F[K(r),Z,(#)]
と表わす。消費者が各時点で利用可能な最大時間数を1単位とすれば,1-Z,
が余暇に向けられることになる。Fは2階微分可能な強凹関数とし，かつK
とZ,に関して一次同次と仮定する。完全競争の下では，資本の収益率（利子
率） γが資本の限界生産力蹄に等しく， また賃金率〃が労働の限界生産力
凡に等しくなっている。総生産Yが資本の貢献分断Kと労働の貢献分凡L
とに残りなく分配されるので， 消費者の保有する実物資産をA班とすれば総
所得は利子所得と賃金の和に等しい。
Y(r)=7(r)AM(r)+z"(r)L(#)
完全資本市場で合理的に行動する代表的個人が総所得を消費と貯蓄（実物資産
への付加）に配分することを示す予算制約式は
(1) AM(#)=7(/)A(/)+z"(#)L(#)-C(r)
となる。これに対応する生産側の資本蓄積方程式は
K(r)=F[K(r),L(#)]-C(#)
だが,K(O)=AM(0),"=7,FL=z〃の関係を念頭に置けば，競争均衡の記
述でどちらを使って議論しても同じこととなる。
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財政変数が導入される以前の基本的関係式が上で説明された。各種の租税と
政府債務を考えた場合に，消費者の予算制約式(1)がどのように修正されるかを
次に調べよう。まず，政府は毎時点でランプ･サム・トランスファーG (一
定）を消費者に与えることを確約していると仮定する。これによって個人所得
Yj=Y+Gが消費と貯蓄に配分可能なものとなり,(1)より
(2) AM=7AM+z"Z,+G-C
この移転支出の初期における資産価値は,Gを有限期間0≦ｵ≦Tとする消費
者の生涯にわたって民間資本の収益率γで割引いた
D(0)-!:.≦J;,""Ⅷ
で定義される。時点オ以後の移転支出をオまで割引くことによって
D(i)-I?-@"'""肋
が定義され，特にD("=0となる。このように一定の移転支出（公債利子と
することもできる）を資産化して扱うのは，後に政府債務D(0)の中立化という
図式で超過負担を最小にする税制を考察するためである。実物資産と政府債務
の和で総資産Aを定義しよう。
A(r)=AM(r)+D(#)
ここでA(0)=AM(0)+D(0)だがA(T)=AM(T)であるのに注意しよう。
上で定義したD(/)が初期値D(0)の微分方程式
(3) D(#)=7(#)D(/)-G
の解になっていることは容易に知られる。総資産を用いて(2)を書き直すために
(3)を(2)に代入すれば
(4) A=7A+z"L-C
を得る。
次に各種の租税が導入されると(4)がどのように修正されるかを見よう。ま
ず, C+Aすなわち消費プラス総資産の変化というこのモデルにおけるHaig-
Simons流の所得Y=7A+"ﾉZ，がいかに使用されるかの別により2種類の租
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税，消費税と貯蓄税とが考えられる。もしも貯蓄税という呼称がなじまなけれ
ば，その符号を変えて投資補助と解すればよい。消費税率を〃‘と貯蓄税率を
"sと書く。もしも消費支出の大きさがC'であれば，消費者が実際に享受する
消費はC=(1－"c)C′でC'=C/(1－"c)の関係にある。これまでの記号C
をネットのI(税引きの）値とするこのような消費税率表示法を採用することの
利点は，所得税を〃=="c="sと消費と貯蓄に同一の税率〃を適用するケース
と見なせる所にある。これら二つの租税によって(4)は
A=(1－"s){"A+z"Z,－[Cy(1－"c)]}
となる。これと代替的な課税の可能性，すなわち所得源泉の別による租税も更
に考えておこう。利子所得（資産所得）と賃金に賦課される異なった税率がそ
れであり， これらをそれぞれ的， 〃”で表わす。これらによって(4)は
A=(1－ガァ)"A+(1－"")"Z,－C
となる。所得税を利子所得と賃金に対して同率課税するケースとも見れること
は明らかである。税率”c,"s,”γ，〃”は一般にすべてオの関数である。表記
負担を軽減するために，次のような記法を約束しよう。
zc==1-"c,Zs=1－"s,z"=1－％γ,z"=1－"",z)==zs/zc
とし，更にZsr=ZsZ"ZczU==gcZ"などのように表わせば4種類の租税を同時に
考慮した予算制約式は
(5) A==zs,.A+zs"Z,－〃C
と書ける。
2 消費者の最適化行動
消費者がその生涯0≦ｵ≦Tにわたって得る生涯総効用は，この間の消費と
労働供給に依存する部分と臨終時に残す遺産A(T)からの効用分の合計
W(cML,Ar)-I:.-''IU[C(')]-V[L(')]}d're[A(T)]
であるとする。ここで， β＝効用割引率,U=消費効用関数,V=労働不効用関
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数， B=遺産効用関数を示している。 U,VおよびBは2階微分可能で， Uと
Bは強凹関数そして Vは強凸関数とし，更に
lim U'(C) =lim V'(L) =lim B'(AT) =oo. 
C→ 0 L→ 1 AT→O 
lim U'(C) =lim V'(L) =lim B'(AT) =O 
C→ oo L→ 0 AT→OO 
と仮定する。消費者は税率と r,w, そして A(O)が所与のとき，予算制約式
(5)の下で W(C,L, A分を最大にするような消費・労働供給・遺産の計画 C
=C(t), L=L(t), Arを選択する。 この種のライフ・サイクル計画問題の原
型は Yaari(1964)によって分析された遺産動機問題に見出されるが，ここで
は財政変数が導入されて労働供給が内生化されている。
消費者の最適計画が満たさねばならぬ必要条件を求めるために，補助変数を
p(t)として（現在価値）ハミルトニアン
H=U(C)-V(L) +p(z.,rA十圧wL-vC)
を構成して
狙/aC=U'(C)-p炉=0
狙/aL=-V'(L) +pz,,.,w=O 
j)=pp-aH/aA=p(p-z.,r) 
p(T) =B'[A(T)] 
を得る。効用関数に課した仮定よりこれらは十分条件でもあり内点解 O<C(t)
くo,O<L(t) <1, O<A (T)が保証される。初めの 2式から Pを消去すれば
1/zc (6) U'(C)/V'(L) =v/z,ww=――-z,.,w 
すなわち消費と労働の限界代替率がそれらのネットの価格比に等しいという通
常の最適配分条件が得られる。第 1式と第3式から Pを消去すれば
(7) C=(p-z.,r+立）び(C)
V U"(C) 
この微分方程式が消費経路 C=C(t)を与えてくれる。第2式と第3式から P
を消去すると
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(8) i=(p-z.,r+年＋立） V'(L) 
z., w V"(L) 
これが労働供給の経路 L=L(t)を与える。最後に第 1式と第4式から p(T)
を消去すると・
(9) U'[C(T)]/B'[A(T)]=v(T) 
すなわち最終消費と遺産の限界代替率はそのネットの価格比に等しくなること
がわかる。今 C(O)を既知とすれば(6)から L(O)がそして(8)から L=L(t)が
決まり， (7)から C=C(t)も決定する。そして(9)から ATも決定する。このよ
うに C(O)を所与とすればすべての変数が定まるけれども，その最適水準は最
適化の制約条件であった予算制約式を C,L, ATがちょうど満たすようなも
のとして決定されることになる。
W(C, L, A分のようなある世代の代表的個人の生涯総効用を考えた場合，
L Fisherの（消費）時間選好率と呼ばれるものはI)
咄）=p -d(log U') /dt =p~ (U" C/U')・ば1/C) 
すなわち，消費の限界効用の弾力性と消費成長率の積を効用割引率から差引い
たものとして定義され， (7)より最適計画ではこれは z.,r-(v/v) に等しい。
予算制約式(5)を積分して t=Tで評価すると
T T I e-f。 zがd1A(T)=A(O)+~e―I。 zsr'd"[z:,wwL-v C]dt 
となる。ここで表記の簡便化とある種の演算を容易にするために次のような割
引（積分）記号を等入しよう。ふ s,mが時間 tの関数であるとき
T I 
4 {x; s}=~e-f。s(u)dux(t)dt 1位； s} =x(T)e-f~•<ヽ） dヽ
と約束するのである。これらについて次の計算規則が成り立ち，後に何度か利
i) 2期間 [t, t+ .dt], [t', t'+ .dt]を考え， 最初の期間の消費減少 .JCが後者での
消費増加 ,JC' で相殺され同じ効用を与えるとき， 2時点 t, t' の限界代替率は
lim lim (C'/ .dC)で定義され，時間選好率はこの変化率として定義される。 （宇沢
4t→ O 4C→O 
[1964]を参照）
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用される。
UD)・d {x ; s}=―x(O)+f'{x(T); s} +d{sx; s} _ 
Ul 』{x;sー m}=』{Xem(t)-m(O); S} f'{X ; Sー tn}=f'{Xem(T)-m(O) ; S}
まずUD)を確かめるのに l(t)~e-I。 s(u)du として部分積分すると
T 
d{x; s} =~xldt=x(T)l(T)-x(O)l(O)- xjdt ！。
l(O) =l, l = -slだからUDlを得る。他方Ulの前半は
T T 
心； s-m} =~。 xi~I~ 心）'"dt=~。 Xem(t)-m(O)jdt
からわかり，後半も同様にすればよい。最適計画での予算制約式は A=z.,rA
+z,wwL-vCで A*=A/v とデフレートし A*(O)=A(O)/v(O), z,w/v=z四
に注意して A*=z.,r A* +z,,.wL-Cから
となる。
A*(O) =A(O)/v(O) =』{C-z,wwL;r,} +f'{A(T)/v(T) ; r,} 
A(O) =v(O)[d {Cー 圧wL;r,} +f'{A(T)/v(T) ; r,}] 
これまでの議論を定理としてまとめておこう。
〔定理 1)政府債務と各種租税がある場合，消費者の最適計画は以下の諸条
件によって与えられるものである。
(1. a) U'(C)/V'(L) =1/ZcwW 
(1. b) z.,r-(fJ/v) =r, 
(1. c) U'[C(T)]/B'[A(T)]=v(T) 
(1. d) A(O) =v(O)[』{C-z,wwL;r,} +f'{A(T~/v(T); r,}] 
(1. a)は労働供給と消費の間の配分条件であり， (1. b)は異時点間消費の配
分条件を (1.c)は最終消費と遺産の間の配分条件を示している。最後の (1.
d)は予算制約式を計画が満たすことを表わす。異時点間労働供給配分は先の
(8)で明示されたが，この定理では消費と結びつけて (1.a) および (1.b) に
含意されてしヽる。政府債務と各種租税がない場合 （但し AM(o)>oは同じ大き
さ） に最適計画が満たすべき同様の条件は， 定理1の A(O) を AM(O)=K
29 
30 闊西大學『継清論集』第29巻第 1号
(0), そして Z,w=Zcw=知 =v=lとすれば求められる。
（定理2〕政府債務も各種の課税もない場合，消費者の最適計画は以下の諸
条件で与えられるものである。
(2. a) U'(C)/V'(L) =1/w 
(2. b) r=r. 
(2. c) U'[C(T)]=B'[A(T)] 
(2.d) AM(O)=.d{C-wL; r.} +P'{A(T); r.} 
ここで再び A(T)=AM(T)であることを注意しておく。
3 中立的租税政策の特徴
本稿のように政府支出（公共投資）を考慮しないとき，考えられているすぺ
ての時点で政府が民間部門に対して債務も税収ももたなければ，財政は定義的
に中立的であるといわれる。実質的に政府が存在．しないこの場合には，定理2
で規定される消費・労働供給・遺産および将来消費と遺産に帰着するために背
後に隠れている貯蓄とが実現する。＜財政中立性＞の概念は，財政が定義的に
中立的である場合に市場で成立する均衡をそのまま実現するような財政運営を
指し，このような財政運営は定義的に中立的である場合以外にも見出せる。ゎ
れわれはまず初期における政府債務 D(O)>Oの存在を仮定しよう。 このとき
政府は利払いのために何らかの租税政策を持たざるを得ないが，後に所得税・
消費税・貯蓄税・賃金税の各々を骨格とする中立税制のあり方が検討される。
周知のようにこれらの課税形態および利子所得税はいずれも単独では中立的た
り得ず，何らかの理由で＜超過負担＞をもたらす。しかし，見逃しやすいこと
だが，いくつかの租税を適当に組合わせた中立的税制を考案することは可能な
のである。中立的租税政策は，租税政策が依拠する最適性基準を民間部門の私
的評価に置くものであり，それは超過負担をゼロとする現在の世代から見てパ
レート最適な資源配分を保証することになる。
個々の租税による D(O) の中立化を分析する前に， この節では租税政策が
30 
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中立的である場合に要求される二つの特徴を調べておこう。その一つは政府債
務 D(O) とその中立化に必要な税収の大きさに関するものであり， 他の一つ
は価格体系にゆがみを生ずる租税と中立性および超過負担に関するものであ
る。
まずr=凡すなわち限界変換率と時間選好率の間に乖離がなく U'(C)IV'(L) 
=1/wでもあるような一括固定額税 Clumpsum tax) タイプの租税を考
え， X=X(t) をこれによって徴収される税収の系列としよう。明らかにこれ
は消費者にとって富 A(O) の減少項目あるいは A(O)からなされねばならぬ
新たな支出項目となる。ここで最初に示そうとすることは， D(0)1を中立化す
るのに必要な生涯総税収は LI{X; r} =D(O)とD(O)自体に等しくしなければ
ならぬことである。初期に政府債務がなければ (2.d)より
U2l A沢O)=」{C-wL;r) +r{A(T) ; r}
初期に D(O)が存在すれば
A沢0)+D(O) =Ll{C-wL; r) +P'{A(T) ; r}
価格体系が同じならば同じ富をもつ消費者は同じ計画を立てる完全資本市場の
下では， D(O)から生じる財への支配力を消滅させればU2)の下での均衡すなわ
ち中立性が得られる。それ故，税収の現在価値はこの D(O)と等しくなければ
ならず D(O),;,LI {X; r) が要求される。 X=X(t)を考慮した予算制約式
U3) A吹0)+[D(O) :-LI {X; r)] =LI { C-wL ; r}+r {A(T) ; r)
は政府の有効債務 D(O)-LI{X; r} =OのときU2)と同じになる。
次に価格体系のゆがみと財政中立性の関係はどのようであろうか。われわれ
の一般的体系は，財政中立性の基本的特徴を述べるこの節の目的には複雑す
ぎるので，利子所得税を例として取上げよう。利子所得税率出を考慮した
A=zrrA+wL-Cを A(T)で解けば
⑩ A沢O)+D(O)=Ll{C-wL;Zrr} +P{A(T); Zrr} 
この制約下での最適計画を (C1,u, Aが）とすれば Yc=Zダキrだから，これ
がU2lでの最適計画 (C0,L0, Ar0)と一致し得ないことは明白である。定理 1
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の (1.d) は所与の税率に消費者が適応することを述べるだけで，われわれは
政府の予算制約を不定にしたままであった。しかし財政中立性と両立する税率
水準あるいは税収の大きさはある特定の大きさを持たねばならぬ。上述のよう
に一括固定税額の場合，それは D(O)と同じ大きさとなる。その他の現実的な
租税の場合，政府の予算制約は消費者の最適計画からの税収を rで割引いた
ときにD(O)となるようなものと考える。利子所得税の場合これは J{x,rA1 ; 
r) =D(O)を意味するが， このときわれわれは (C1,L1, Aが）と (Co,Lo, 
AT0)の不一致を認めた上で (0,V, Aが）が少くとも (C0, L0, AT0) と
同じ四上に位置することを要求していることになる。 A=z,rA+wL-C従っ
て炉=(rAM.+wL+G)-x,rA-Cより
が (0)+[D(O)-J {x,rA1 ; r)]=』{C1-wL1;r) +P{A1(T) ; r}
これとU3)を見比べれば J{X;r} =J{x,rA1; r)であれば (C1,LりAが）がU3l
あるいはU2l上にあることを知る。かくして，例えば G=x,rAとして毎時点で
ランプ・サム・トランスファーに等しい税収を徴収するような出＝出(t) な
らば（各時点での政府予算の均衡），もち論』{G;r) =D(O) の税収をあげる
ことができこのとき (C1,V, AT1) が D(O~ が存在しないときの予算線上に
あることがわかった。更に， ~co, Lo, ATO)と (C1,L1, Aが）が共にU2l上に
ありU2lの下での最適計画は前者であるから，両者がウェルフェアーに関して
W(C0, L0, AT0)>W(C1, L1, AT1) 
の関係にあることもわかる。議論を要約しよう。 ネットの利子率を rから
(1-出）rに引下げる利子所得税は時間選好率と限界変換率の間にくさびを打
ち込むことによって財政中立性を不可能にさせるが，それはまた一括固定税と
同じ税収 D(O)をあげながら更にウェルフェアーを低下させるという超過負
担を発生させる。
4 中立的税制の一般定理
定理 1と定理2とから財政中立性ないし D(O)に対する中立的な租税政策の
32 
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一般的命題を導くことができる。まず，定理1での均衡と定理2でのそれが一
致し，特に同じ消費経路が成立するためには (1.b)と (2.b)の限界条件が同
じ，すなわち両者のむが等しくなければならない。従って中立性の第1の条
件として Z砂ー(v/p)=rすなわち (z,,―l)r=りIvが要求される。 (1.c)と
(2. c)を比較すれば， 同一の A(T),C(T) が成立するためには v(T)=1 
でなければならぬことを知る。このことは，期末の限界条件をゆがめないため
に z,(T)=zc(T) =1 すなわち期末では貯蓄税と消費税とを共に使用しない
か，あるいは z,(T)=zc(T)キ1すなわち T時点で貯蓄税と消費税を使う場
合には同率で両方共に用いることを意味する。定義により消費と貯蓄に同率課
税する所得税はこれを自動的に満たす。 (1.a)と (2.a) を比較して，労働と
消費の間での選択をゆがめないために Zcw=lでなければならないことがわか
る。これはすべての時点で消費税と賃金税を使わないか，あるいは両方共に同
率で用いることを意味する。
残るものは予算制約式であるが，中立性のためには各種租税と初期政府債務
がない場合に成立する C,L, ATを (1.d)に代入したときにこれが満たされ
るような税率でなければならない。あるいは，各種租税と初期政府債務がある
場合に成立ずる C,L, ATを (2.d)に代入したときにそれが満たされるよう
な税率でなければならない。すなわち二つの予算制約条件が中立性のために必
要とされる税率水準と税収の大きさを定めてくれるのである。まず (1.d) の
代替的表現を考えておくのが後のために無駄とはならない。 (1.d)で rc=z.,r
-(りIv)より
U5) v(O),:J {ZcwWL; re} =v(O),:J {ZcwWL; z,,r-(v/v)} 
=v(O)A {[v/v(O) Jz匹 L;z,,r} 
=,:/ {ZswWL ; z,,r} 
この変形ではUlと VZcw=Z四とが利用された。従って (1.d)は
v(O) A (0) + Ll{ZswWL ; z,,r} 
Ll{C; z,,r-(v/v)) +P'{A(T)/v(T); z汀←（り/v)}
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となる。次にこれと代替的な表現を更に考えておくのが有益である。A=z,rrA
+z,,.wL-vCの左辺にUDlを割引率 rで適用して
il{A; r} =-A(O)+P{A(T); r) +il{rA; r) 
右辺の方に同じ<rで割引く操作をして
il{z,rrA+z,,.wL-vC; r) =』{z,rA ; r) -'1 {v C-z,,.wL ; r)
故に全体では
'1 {vC-z,,.wL ; r}=A(O)-P'{A(T) ; r)+』{(Z,r―l)rA;r} 
更に vC-z,,.wL=C-wL-[(1-v)C+ (z,. ―l)wL] だから
』{vC-z,,.wL;r) =il{C-wL; r)-'1{(1-v)C+(z,,. ―l)wL; r) 
従って
il{C-wL; r)~J{(l-v)C+(z,,. ―l)wL; r) 
=A(O)-P{A(T) ; r)+』{(Z,r―l)rA;r) 
(2. d)より (r.=rだから） il{C-wL; r) =A町0)-P'{A(T);r) これを代
入して A(O)=A町O)+D(O)に注意すれば結局
D(O)=』{(v -1) C ; r) +』{(1-z,r)rA+(l-z,,,,)wL;r) 
を得る。
これまでの議論は次の定理に要約できる。
（定理3)初期政府債務も各種租税もない場合に市場で成立する C,L, Ar 
を， A(O)=A町0)+D(O) =K(O) +D(O)で各種租税が D(O)を中立化する
のに使われる中立的税制は次の諸条件を満たさねばならぬ。
(3. a) Zero= 1 
(3. b) (Z,r―l)r=v/v 
(3. c) v(T) =z,(T)!z.(T) =l 
(3. d) v(O) = A(O)+』{z. wL ; Z,r) , il{C; Z,rr-(v/v)) +P{A(T)/v(T) ; Z,rr-(v/v)) 
あるいは
(3. d') D(O) =』{(v-1)C; r} +'1 {(1-z,r)rA + (1-z,,.)wL; r) 
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5 中立的税制の種々の形態
(i) 所得税
35 
われわれの定式化では，所得税を利子所得と賃金に対して課税せずに消費と
貯蓄に同率課税するケースと考えることもできるし，また，消費と貯蓄に課税
せずに利子所得と賃金に同率課税するケースとも考えられる。ここでは前者の
考え方に沿って説明することにしよう。定理3で z.,.=z,,.=z,r=Zz,v=l但
し所得税率をぁ 1ーx=z,,とする。よく知られているように所得税は余暇と
所得の選択に対して中立的でなく，その結果として労働供給と消費の選択をゆ
がめてしまう。条件 (3.a)は今の場合乙=lだが，これは以t),f=.Q である
限り満たされない。所得税はそれがないときと比べて消費単位で表わした賃金
率を W から (1-x)wへ低下させることによって，労働供給を相対的に不利
とするからである。条件 (3.a)から判断すれば D(O) の中立化に所得税は全
く使えないか，あるいは z,,.=1すなわち x,.,=ガ(x―1)の税率をとる賃金補
助と組合わせて使うことになる。
条件 (3.b)は所得税の場合 v=Oだから（ら一l)r=O,O<t<T, すなわち
異時点間消費配分をゆがめないためには以t)=O,O<t<Tが必要となる。初
期と終期を除いて所得税が使えないというこの帰結は，所得税が貯蓄に対して
2重課税になるとする古典的主張を反映するものである。ここで2重課税であ
るという意味は，貯蓄段階でひとたび課税されたにもかかわらずそれが利子所
得を生みその一部が貯蓄されたときにまた課税されるということである。所得
税を利子所得と賃金に対する同率課税と見る場合に則していえば，所得の発生
段階で一度課税された後の所得から貯蓄が行なわれてそれが利子所得をもたら
したときに再び課税されるということである。事実上 o<x(t)<lならば，所
得税はそれがないときには rであった時間選好率を (1―x)rに引下げて早い
時期に消費するのを有利にさせる。それは「現在財と将来財との間の価格の関
係を，現在財に有利なように……乱すということなのである。」 (N.カルドア
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(1955), 訳書 p.96) 
条件 (3.c)は定義によって Vが恒等的に 1に等しくなるので自動的に満た
され，最終消費と遺産の選択に対して所得税は中立的である。 (3. d') より
D(O) =LI { (1-z,,)r A+ (1-z,,)wL ; r}=LI {xY; r}, ここで Y=rA+wLは消
費プラス総資産の変化で定義されたグロスの所得を示す。
以上の議論によって所得税はそれだけでは中立化に使えず賃金補助を補完的
措置として必要とすること，また初期と終期以外には使えないこと，その水準
は D(O)=」{x;rY}を満たさねばならぬことがわかった。
〔定理 4)所得税を基本とした中立的租税政策は
(4. a) x(t) =0, o<t~T 
(4. b) Xw(O) =x(O)/[x(0)-1] 
そして初期時点の税率 x(O)は
(4. b) D(O) =x(O)LI {Y; r) 
また x(O)を x(T) にん(0)をXw(T) にそれぞれ置き換えて x(O)=O 
とすることもできる。
(ii) 消費税
消費税の場合は定理 3で v(O)=1/zc(O) としその他のものは Zcw=Zc,Zsr 
=z.=1とする。消費税は所得税と同じく消費と労働供給の選択を， 消費単位
で表わした賃金率を ZcWに低下させることによって労働供給を相対的に不利
なものとしてしまう。換言すれば余暇の価格を低下させることによって余暇を
相対的に有利なものとする。条件 (3.a) からこのゆがみを相殺するためには
ダw=xcl(xc-1) の率の賃金補助が必要であることを知る。他方 (3.b) から
O=v/vで 1/zcそれ故れが時間的に一定であることがわかる。予期されたよ
うに異時点間消費配分に関して消費税は，中立性という観点で非常に望ましい
性質をもっている。消費税は同じ大きさのグロスの消費支出をした場合にネッ
トの消費を Cから (1ー 心cに低下させるけれども， その税率を一定に保っ
ておけば異時点間消費の相対価格を変えることがないからである。このように
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消費税は時間的運用が平易なものとなるけれども，最終消費と遺産の選択にお
いては中立的でない。 (3.c)より v(T)=lとするために z,(T)=1すなわち
x,(T) =0と期末には消費税を免除するか， または同率の貯蓄税と組合わせる
ことが必要となる。一定の消費税がどのような水準でなければならないかは
(3. d)から知られる。わかりやすい v(O)=v(t), O<t<Tのケースを考えれ
ば (3.d)は
v(O) A(O)+』{z. wL; r} i {C; r} +r {A(T) ; r}
A(O) +ii {v(O)wL ; r}
AM(O)-d{wL; r} 
ここでztD=1/z.=v,iJ/v=O, A町0)=.d {C-wL; r} +/7 {A(T) ; r}, v(T) =1 
が使われた。従って v(O)AM(O) =A(O) =A町0)+D(O) すなわち x. (0) 
=D(O)/A(O) となり一定の消費税率が総資産に占める政府債務の比率に等し
くなるという平明な結果を得る。
〔定理5)消費税を基本とした中立的租税政策は
(5.a) ん(0)=叫）， O<t;;;;;!;入(T)=年(T);
石 (t)=x.(t)/[x.(t)ー 1],〇；；t;;;T 
または
(5. a')れ(0)=x.(t), O<t<T; ん(T)=O;
xtD(t)=以t)/[以t)ー 1],〇；；t;;;T 
かつ
(5. b) れ(0)=D(O)/ A(O) 
(ii) 貯蓄税
貯蓄税の場合は v=z.であり，定理3で Zsr=z,,,,=z, とおく。 (3. a)は
貯蓄税と無関係だから，貯蓄税は労働供給と消費の選択に対して中立的であ
る。 (3.b)は微分方程式 (z,-l)r=名/z, となるが， これはまた d(l/z,)/dt
=(1/z泣―rという 1/乙を変数とする微分方程式とも考えられる。 (3.c)よ
り貯蓄税は最終消費と遺産の選択に対して中立的でないから， v(T)=1とする
ために時点 Tでは入(T)=Oとして課税しないか，同率の消費税と組合わせ
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ることが必要になる。消費税が時間的運用法において極めて単純であったのと
対照的に，貯蓄税は複雑な経路をとる。忍(0) 従ってん(0) は前と同様に
(3. d)から知られる。
z,(O) = A(O)+』{z,wL;z,r} 』{C;z,r一(iJ/v)}+P {1・ヽ―-, 
A(O) +z,(O)』{wL;r} 
.d {C; r} +P {A(T) ; r}
A(O) +z,(O)』{wL;r} ＝ A町O)+』{wL;r} 
ここでU5lからわかる .d{z,wL; ぁr}=z,(0).d {wL ; z,r-(名/z,)}とz,r-(広/z,)
=rそれに A町O)=.d{C-wL;r}+P{A(T);r}, v(T)=l が使われた。上
式から z,(O)=A町0)/A(O)がわかり，これはん(0)= C(O) I A(O)に等しい。
消費税のときと同じく初期税率は総資産に占める政府債務の比率となる。
〔定理6〕貯蓄税を基本とした中立的租税政策は，初期値が
(6. a) ふ(0)=D(O)/ A(O) 
の微分方程式
(6. b) ふ=(1-x,)幻r+l
の解で
(6.c) 出(T)=O
としたものか， x.(T)=入(T)の消費税と組合わせたものである。
(iv) 賃金税
労働供給と消費の配分における限界条件 (3.a)で賃金税は消費税とちょう
ど同じ効果をもっており，消費単位で表わした実質賃金率を W から ZwWへ低
下させて労働供給を相対的に不利にする。この効果を相殺するためには (3.a)
よりx.=xw!Cxw―1)・の率で消費補助を行なうことが必要になる。・ (3. b) と
(3.c) は賃金税に無関係であり，賃金税は消費補助を伴なうという要請から
異時点間消費配分と終期条件に影響することになる。 v=l/zcで (3.b) の左
辺がゼロだから消費補助従って賃金税率も時間的に一定となる。 (3.c)より期
38 
中立的税制の理論（毛島） 39 
末においては消費補助率と同率の貯蓄補助を行なうか，あるいは消費補助をや
め従って賃金税も課さないようにする必要がある。賃金税率および消費補助率
の水準は (3.d')から定まる。一定率をん(0)=x.(O)/[x.(0)-1] とすると
(3. d')は今の場合
D(O) =J {[x./(1一ん）C; r} +』｛んwL;r} 
=xw(O)d {wL-C; r} 
すなわちネットの税収（租税収入マイナス補助額）が D(O)と等しくなるよう
な Xw(O)でなければならない。
（定理7)賃金税を基本とする中立的租税政策は
(7. a) 石 (0):=ん(t),O<t~T; x.(t)=xw(t)J[ん (t)-1],
0盆~T; x,(T) =ふ(T)
または
(7. a')石 (O)=石，(t),O<t<T; Xw(T)=O; 
x.(t) =xw(t)/[石 (t)-1],O~t~T 
かつ
(7. b) D(O) =xw(O)』{wL-C;r} 
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